
第 23 非常電源設備 

3-23-26 

別添第２ 発電機出力係数（ＲＧ）の算出方法 

１ 定常負荷出力係数（ＲＧ1） 

ＲＧ₁＝1.47Ｄ・Ｓｆ 

Ｄ ：負荷の需要率 

Ｓｆ：不平衡負荷による線電流の増加係数 

 

⊿Ｐ：単相負荷不平衡分合計出力値（ｋＷ） 

三相各線間に単相負荷Ａ、Ｂ及びＣ出力値（ｋＷ）があり、 

Ａ≧Ｂ≧Ｃの場合 

⊿Ｐ ＝ Ａ＋Ｂ－２Ｃ 

Ｋ ：負荷の出力合計（ｋＷ） 

注 この式を使用する場合は、⊿Ｐ／Ｋ≦0.3 であること。 

⊿Ｐ／Ｋ＞0.3 の場合は、別添第３によりＳｆを求めること。 

２ 許容電圧降下出力係数（ＲＧ2） 

   

     

３ 短時間過電流耐力出力係数（ＲＧ3） 
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４ 許容逆相電流出力係数（ＲＧ₄） 
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５ 発電機出力係数ＲＧの決定 

ＲＧは、ＲＧ1、ＲＧ2、ＲＧ3、及びＲＧ4の値の最大のものとする。 

ＲＧ＝ｍａｘ.（ＲＧ1、ＲＧ2、ＲＧ3、ＲＧ4） 

６ ＲＧの値の調整 

前項で求めたＲＧの値が、1.47Ｄの値に比べて著しく大きい場合には、対象負荷と

バランスのとれたＲＧ値を選定するようにし、その値が 1.47Ｄに近づくよう調整する

ことが望ましい。 

(1) ＲＧの値の実用上望ましい範囲 

1.47Ｄ≦ＲＧ≦2.2 

(2) ＲＧ2又はＲＧ3により過大なＲＧの値が算出されている場合 

始動方式の変更に伴い、(1)の範囲を満足するようにする。 

(3) ＲＧ4が要因で過大なＲＧの値が算出されている場合 

特別な発電機を選定し、(1)の範囲を満足するようにする。 

(4) エレベーターが要因でＲＧの値が過大になっている場合 

エレベーターの制御方式の変更が有効であり、かつ、可能であれば、それを行い、

ＲＧの値がより小になるよう努める。 

７ 発電機の出力 

選定する発電機定格出力は、ＲＧ×Ｋ（ｋＶＡ）以上とする。ただし、ＲＧ×Ｋ（ｋ

ＶＡ）の値の 95％以上の標準定格値のものがある場合は、それを選ぶことができるも

のであること。 

８ 発電機出力係数（ＲＧ）の算出手順 

発電機出力係数（ＲＧ）の算出方法は、前述のとおりであるが、その具体的算出に

当たっては、所定の計算シートを用いるものであること。 
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別添第３ 発電機出力係数（ＲＧ）の算出式（詳細式） 

１ 定常負荷出力係数（ＲＧ₁） 

   

２ 許容電圧降下出力係数（ＲＧ2） 
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３ 短時間過電流耐力出力係数（ＲＧ₃） 

   

 

ｆｖ1：瞬時回転数低下、電圧降下による吸入負荷低減係数 

通常の場合は、ｆｖ1＝1.0 とし、次の条件に全て適合する場合は、次式

による。 

① すべて消防負荷で、下式のＭ3に該当する負荷機器は、軽負荷（ポン

プ類）であること。 

② 原動機は、ディーゼル機関又はガスタービン（一軸）とし、ディー

ゼル機関の場合は、Ｋ≦35ｋＷ、ガスタービンの場合は、Ｋ≦55ｋＷ

であること。 

③ 電動機の始動開始方式は、ラインスタート、Ｙ－△始動（クローズ

ドを含む）、リアクトル始動、コンドルファ始動、特殊コンドルファ始

動であること。 

④ 負荷にエレベーターがないこと。 

⑤ 負荷に分負荷がないこと。 

⑥ Ｍ／Ｋ≧0.333 であること。 

計算式 

ｆｖ1=1.00－0.12×Ｍ3／Ｋ 

ＫＧ3  ：発電機の短時間過電流耐力（ＰＵ） 

ｄ   :ベース負荷の需要率 

ηｂ   :ベース負荷の効率 

cosθｂ：ベース負荷の力率 

ｋｓ   ：負荷の始動方式による係数 

Ｚ’ｍ ：負荷の始動時インピーダンス（ＰＵ） 

Ｍ3  ：短時間過電流耐力を最大とする負荷機器の出力（ｋＷ） 

Ｋ   ：負荷の出力合計（ｋＷ） 

４ 許容逆相電流出力係数（ＲＧ₄） 

 

Ｋ  ：負荷の出力合計（ｋＷ） 

ＫＧ4：発電機の許容逆相電流による係数（ＰＵ） 

Ｈ  ：高調波電力合成値（ｋＶＡ） 
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ｈｂ：広調波分の分流係数 

 

Ｒ   ：整流機器の合計値（kW） 

Ｒ６ｉ ：６相全波整流器の定格出力値（ｋＷ） 

Ｒ３ｉ ：３相及び単相全波整流器の定格出力値（ｋＷ） 

ｈｉ  ：当該機器の効率 

cosθｉ：当該機器の力率 

ｈｋｉ ：当該機器の高調波発生率 

６相全波整流器の場合 ｈｋ＝0.288 

３相全波整流器の場合 ｈｋ＝0.491 

単相全波整流器の場合 ｈｋ＝0.570 

ｈｐｈ ：移相補正係数 

ｈｐｈ＝1.0－0.413×ＲＢ／ＲＡ 

ＲＡ  ：基準相電源の整流器負荷合計値（ｋＷ） 

ＲＢ  ：30 度移相電源の整流器負荷合計値（ｋＷ） 

ＲＡ≧ＲＢ とする。 

ＲＡＦ：アクティブフィルタ効果容量（ｋＶＡ） 

アクティブフィルタの定格容量合計をＡＣＦ（ｋＷ）とすると、ＲＡＦ

の取りうる値は、次のとおりとする。 

ＲＡＦ＝0.8×ｍｉｎ．(Ｈ、ＡＣＦ) 

Ａｉ、Ｂｉ、Ｃｉ：三相各線間に単相負荷Ａ、Ｂ、及びＣの合計出力値（ｋＷ）があり、 

Ａ≧Ｂ≧Ｃの場合、各線間の当該機器出力（ｋＷ）をＡｉ、Ｂｉ、 

およびＣｉとする。 

ｕ  ：単相負荷不平衡係数 

   

△Ｐ＝Ａ＋Ｂ－2Ｃとする。 
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別添第４ 原動機出力係数（ＲＥ）の算出方法 

１ 定常負荷出力係数（ＲＥ₁） 

ＲＥ₁＝1.3Ｄ 

Ｄ：負荷の需要率 

２ 許容回転数変動出力係数（ＲＥ₂） 

 (1) 原動機がディーゼルエンジンの場合 

   

 (2) 原動機がガスタービンの場合 
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３ 許容最大出力係数（ＲＥ₃） 

   

Ｋ  ：負荷の出力合計（ｋＷ） 

４ 原動機出力係数ＲＥの決定 

ＲＥは、ＲＥ₁、ＲＥ₂及びＲＥ₃の最大のものとする。 

ＲＥ＝ｍａｘ．（ＲＥ₁、ＲＥ₂、ＲＥ₃） 

５ ＲＥの値の調整 

前項で求めたＲＥの値が 1.3Ｄの値に比べて著しく大きい場合には、対象負荷とバラ

ンスのとれたＲＥの値を選定し、その値が 1.3Ｄに近づくよう調整すること。 

この場合における調整は、次により行うこと。 

(1) ＲＥの値の実用上望ましい範囲 

1.3Ｄ≦ＲＥ≦2.2 
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(2) エレベーター以外の負荷が要因で過大なＲＥの値となる場合 

始動方式の変更を行って、(1)の範囲を満足するようになる。 

(3) 回生電力を生ずるエレベーターがある場合 

(1)の範囲を満足するものであっても、回生電力を生ずるエレベーターがある場合

は、この回生電力を吸収できることを確認する。吸収できない場合は、回生電力を

吸収する負荷を設けること。 

６ 原動機の軸出力 

原動機の軸出力は、ＲＥ×Ｋ×Ｃｐ（ｋＷ）以上とする。 

７ 原動機出力係数（ＲＥ）の算出手順 

原動機出力係数（ＲＥ）の算出方法は、前述の通りであるが、その具体的算出に当

たっては、所定の計算シートを用いるものであること。 
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別添第５ 原動機出力係数（ＲＥ）の算出式（詳細式） 

１ 定格負荷出力係数（ＲＥ₁） 

   

Ｋ ：負荷の出力合計（ｋＷ） 

ｍｉ：個々の負荷機器の出力（ｋＷ） 

ηｉ：当該負荷の効率 

Ｄ ：負荷の需要率 

ηｇ：発電機の効率 

２ 許容回転数変動出力係数（ＲＥ₂） 

   

ε  ：原動機の無負荷時投入許容量（ＰＵ（自己容量ベース）） 

ｆｖ2：瞬時回転数低下、電圧降下による投入負荷低減係数 

通常の場合は、ｆｖ2＝1.0 とし、次の条件に全て適合する場合は、次

式による。 

① すべて消防負荷で、下式のＭ2’に該当する負荷機器は、軽負荷（ポ

ンプ類）であること。 

② 原動機は、ディーゼル機関又はガスタービン（一軸）とし、ディ

ーゼル機関の場合は、Ｋ≦35ｋＷ、ガスタービンの場合は、Ｋ≦55

ｋＷであること。 

③ 電動機の始動方式は、ラインスタート、Ｙ－△始動（クローズド

を含む）、リアクトル始動、コンドルファ始動、特殊コンドルファ始

動であること。 

④ 負荷にエレベーターがないこと。 

⑤ 負荷に分負荷がないこと。 

⑥ Ｍ／Ｋ≧0.333 であること。 

計算式 

ｆｖ2＝1.00－0.24×Ｍ2’／Ｋ 
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ηｇ’ ：発電機の過負荷時効率 

ａ   ：原動機の仮想全負荷時投入許容量（ＰＵ） 

ｄ   ：ベース負荷の需要率 

ηb   ：ベース負荷の効率 

ｋｓ  ：負荷の始動方式による係数 

Ｚ’ｍ ：負荷の始動時インピーダンス（ＰＵ） 

cosθｓ：負荷の始動時力率 

Ｍ2’  ：負荷投入時の回転数変動が最大となる負荷機器の出力（ｋＷ） 

Ｋ   ：負荷の出力合計（ｋＷ） 

３ 許容最大出力係数（ＲＥ₃） 

   

ｆｖ3：瞬時回転数低下、電圧降下による投入負荷低減係数 

通常の場合は、ｆｖ3＝1.0 とし、次の条件に全て適合する場合は、次式

による。 

① すべて消防負荷で、下式のＭ3’に該当する負荷機器は、軽負荷（ポ

ンプ類）であること。 

② 原動機は、ディーゼル機関又はガスタービン（一軸）とし、ディー

ゼル機関の場合は、Ｋ≦35ｋＷ、ガスタービンの場合は、Ｋ≦55ｋＷ 

であること。 

③ 電動機の始動方式は、ラインスタート、Ｙ－△始動（クローズドを

含む）、リアクトル始動、コンドルファ始動、特殊コンドルファ始動

であること。 

④ 負荷にエレベーターがないこと。 

⑤ 負荷に分負荷がないこと。 

⑥ Ｍ／Ｋ≧0.333 であること。 

計算式 

ｆｖ3＝1.00－0.24×Ｍ3’／Ｋ 

γ   ：原動機の短時間最大出力（ＰＵ） 

ηｇ’ ：発電機の過負荷時効率 

ｄ   ：ベース負荷の需要率 

ηb   ：ベース負荷の効率 

ｋｓ  ：負荷の始動方式による係数 
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Ｚ’ｍ ：負荷の始動時インピーダンス（ＰＵ） 

cosθｓ：負荷の始動時力率 

Ｍ3’  ：負荷投入時に原動機出力を最大とする負荷機器の出力（ｋＷ） 

Ｋ   ：負荷の出力合計（ｋＷ） 

 

１ 自家発電設備の出力計算用諸元値 

 (1) 負荷機器の定常時定数 

  

 (2) 負荷機器の需要率 

   



第 23 非常電源設備 

3-23-38 

 (3) 負荷機器の始動時定数 
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(3) 負荷機器の始動時定数（続き） 
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 (4) エレベーター台数による換算係数 

 

(5) 低圧電動機の力率、効率表 

   
 (6) 高圧電動機の力率、効率表 
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２ 発電機の出力計算用諸元値 

 

２－１ 瞬時回転数低下、電圧降下による負荷減少係数（ｆｖ）の値 
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２－２ 発電機効率 

  

備考 １．短時間過負荷時発電機効率ηg’は上表のηgの値の 95%とする。 

２．20kVA 未満のときは、20kVA の値を、中間値の場合は直近上位の値を、3125kVA を超えるものは 3125kVA

の値とする。 
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３ 原動機の出力計算用諸元値 

 

Ⅳ 蓄電池設備 

蓄電池設備によるものは、規則第 12 条第 1 項第 4 号ハ及び昭和 48 年消防庁告示第 2

号の規定によるほか、次によること。 

１ 蓄電池設備は、認定品を使用すること。◆ 

２ 蓄電池設備設置室の位置及び構造等は、Ⅰ２を準用するほか、次によること。 

(1) 充電装置と蓄電池設備とを同一の室に設ける場合は、充電装置を鋼製の箱に収納

するとともに、当該箱の前面に 1ｍ以上の幅の空地を有すること。 

(2) 蓄電池設備の電槽は、次のとおり設けること。 

ア 耐酸性の床上又は台上に転倒しないように設けること。 

ただし、アルカリ蓄電池を設ける床又は台は、この限りでない。 
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イ 遮光措置を講じ、温度変化が急激でないところ。◆ 

(3) 蓄電池設備は設置室の壁面から 10cm 以上離して設けるほか、次に定める操作及び

点検のための保有距離を確保すること。 

  

３ 蓄電池設備の分岐方法等 

(1) 非常電源回路は、他の回路の開閉器又は遮断器によって遮断されない構造とし、

次図の例によること。ただし、非常電源回路の途中に設ける配線用遮断器等の耐火

措置はⅡ１(2)ア(ｳ)又はⅡ２(2)を準用する。★ 

ア 主遮断器の１次側より分岐する例 

 

注 略号の名称は、MCCB は配線用遮断器を MC は電磁開閉器を示す。（以下同じ。） 

イ 主遮断器の２次側より分岐する例 

 

注 主遮断器ＭＣＣＢ1は過負荷及び短絡時にＭＣＣＢ3、ＭＣＣＢ4より先に遮断しないものとする。 
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ウ 蓄電池設備と自家発電設備と併用する場合の例 

 

(2) 蓄電池設備室から消火ポンプ室等までの間に設ける配線及び機器は、Ⅱ１(2)イ及

びウを準用する。★ 

４ 耐震措置 

耐震措置は、規則第 12 条第 1項第 9号の規定によること。 

５ 蓄電池設備の容量計算 

蓄電池設備の容量計算は、Ⅰ４を準用するほか、次によること。 

(1) 蓄電池容量は、充電が完了した蓄電池を当該蓄電池設備に係わる付加設備を動作

させ（これに相当する放電方式を含む。）蓄電池電圧が蓄電池性能を保持するために

最低限度必要な電圧になるまで放電（過放電防止装置のあるものは、これ以下の電

圧で動作すること。）した後 24 時間充電（過充電防止装置、時限充電装置が動作し

た後のトリクル充電等を行なっている時分を含む。）を行ない、その後充電を行なう

ことなく 1 時間以上監視状態を続け、その直後において、消防用設備等が規定の時

分以上有効に動作できること。（誘導灯を除く。） 

(2) 一般負荷にも電力を供給する蓄電池設備については、蓄電池設備に係る非常用負

荷に用いるために必要な(1)の蓄電池容量を常時確保できるよう措置すること｡ 

(3) 蓄電池の容量の算定は次によること。 

ア 据置蓄電池、円筒密閉形ニッケル・カドミウム蓄電池は、日本電池工業会（以

下「ＳＢＡ」という。）6001 による。 

イ 小型シール鉛蓄電池は、ＳＢＡ2501 による。 

ウ 蓄電池の容量については、個々の蓄電池として当該蓄電池に関する規格におい

て要求される容量が確保されること。 

 

 

 

 

 

 


